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定款の一部変更に関するお知らせ 

 

平成１８年５月１６日開催の当社臨時取締役会において、「定款の一部変更の件」に関し、平成１８

年６月２０日開催予定の第２期定時株主総会において、下記の通り付議することを決議いたしましたの

でお知らせいたします。 

 

記 

 

 

１．定款を変更する理由 

   「会社法」(平成１７年法律第８６号)が平成１８年５月１日に施行されたことに伴い、当社定款

を変更するものであります。 

   なお、「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」(平成１７年法律８７号)により定

款にその定めがあるとみなされた事項、現行定款第８条（株券の発行）、第１１条（株主名簿管理

人）、第２０条（取締役会の設置）、第３５条（監査役および監査役会）、第４５条（会計監査人

の設置）については、平成１８年４月２４日開催の当社取締役会において、その施行日に定款変更

することを決議し、平成１８年５月１日付けで現行定款の変更を実施いたしました。 

 

（１）当社子会社において、事業目的の変更があったため、親会社である当社においても同様の変更を

おこなうため、現行定款第２条（目的）項目（１３）に目的事項を一部追加するものであります。

また、項目同士の関連性を高めるために項目（２１）を項目（１４）へ移動し、以下項目の繰り

下げをおこなうものであります。 

（２）「会社法」(平成１７年法律第８６号)が平成１８年５月１日に施行されたことに伴い、会社法上

の用語、引用している法律の根拠条文等との整合のため現行定款第５条（発行する株式の総数）、

第６条（自己株式の取得）、第７条（１単元の株式の数）、第８条（株券の発行）、第９条（１

単元の株式の数に満たない株式に係る株券）、第１０条（単元未満株式の買増請求）、第１１条

（株主名簿管理人）、第１２条（株式取扱規程）、第１３条（基準日）、第１５条（招集地）、

第１８条（決議方法）、第２２条（選任方法）、第２３条（任期）、第３２条（報酬）、第３７

条（選任方法）、第３８条（任期）、第３９条（常勤監査役）、第４４条（報酬）、第４６条（営



業年度および決算期日）、第４９条（配当金の除斥期間）について所要の変更をおこなうもので

あります。 

（３）会社法第１８９条第２項の規定により、単元未満株主の権利を合理的な範囲にするため、変更案

第１１条（単元未満株主の権利制限）を新設するものであります。 

（４）「会社法施行規則」(平成１８年法務省令第１２号)第９４条および第１３３条第３項ならびに「会

社計算規則」(平成１８年法務省令第１３号)第１６１条第４項および第１６２条第４項の規定に

より、株主総会参考書類等のインターネットでの開示・提供が認められたことに伴い、迅速な情

報の開示と株主の皆様の利便性を高めるために変更案第１８条（株主総会参考書類等のインター

ネット開示とみなし提供）を新設するものであります。 

（５）会社法第３１０条および「会社法施行規則」(平成１８年法務省令第１２号)第６３条第５項の規

定により、株主総会における代理人による議決権の行使について、代理権を証明する方法および

代理人の数を明確にするために、現行定款第１７条（議決権の代理行使）を変更するものであり

ます。 

（６）会社法第３１８条第１項、第３６９条第３項および第３９３条第２項ならびに「会社法施行規則」

(平成１８年法務省令第１２号)第７２条、第１０１条および第１０９条の規定により、株主総会、

取締役会および監査役会の議事録は、法務省令に基づき作成することを要するため、また、書面

による議事録の作成に加え、電磁的方法による記録を可能とすることにより株主の皆様が電磁的

方法で議事の閲覧が可能となり、より利便性の向上につながるよう、現行定款第１９条（議事録）、

第２９条（議事録）、第４２条（議事録）について所要の変更をおこなうものであります。 

（７）会社法第３７０条の規定により、必要が生じた場合に書面または電磁的方法により取締役会の決

議を機動的におこなうことができるよう、変更案第３１条（取締役会の決議の省略）を新設する

ものであります。 

（８）会社法第３２９条第２項および「会社法施行規則」(平成１８年法務省第１２号)第９６条の規定

により、予選による補欠選任が定められたため、現行定款第３６条（員数）、第３７条（選任方

法）について所要の変更をおこなうものであります。 

（９）会社法第３３６条第３項の規定により、予選による補欠監査役の選任決議の効力期間を定めるた

めに、現行定款第３７条（選任方法）、第３８条（任期）について所要の変更をおこない、変更

案第４１条（監査役の任期）第３項および第４項を新設するものであります。 

（10）第４２７条第１項の規定により、社外監査役および会計監査人が職務の遂行にあたり、その能力

を十分に発揮し、期待される役割を果たしうるよう変更案第４８条（社外監査役との責任限定契

約）および変更案第５３条（会計監査人の責任免除）を新設するものであります。また、第４章

（取締役および取締役会ならびに執行役員）および第５章（監査役および監査役会）の規定との

整合性を図るために、変更案第５０条（会計監査人の選任）、変更案第５１条（会計監査人の任

期）および変更案第５２条（会計監査人の報酬等）を新設するものであります。 

（11）会社法第４５９条第１項および第４６０条の規定により、剰余金の配当等を取締役会の権限とし、

株主の皆様への機動的な利益還元ができるよう、変更案第５５条（剰余金の配当等）を採用する

ために現行定款第４７条（利益配当金）および第４８条（中間配当金）について所要の変更をお

こなうものであります。 

（12）その他上記変更に伴い一部字句の修正、章・条数等の繰り下げ等、条文の整備をおこなうもので

あります。 

 



２．定款変更の内容 

  変更の内容は【別紙】のとおりであります。 

 

３．日程 

定款変更の効力発生日は、平成１８年６月２０日（火曜日）開催予定の当社第２期定時株主総会に

おいて、「定款一部変更の件」が承認可決されることを条件としております。 

 

以上 

 



【別紙】 

 

（下表の現行定款二重線は「会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」(平成１７年法律８

７号)により平成１８年５月１日付けで変更された部分を、実線は変更部分を示します。） 

 

現 行 定 款 変  更  案 

第１章 総   則 

 

第１条 

          （条文を省略） 

第２条 ( 1 )～(12) 

 

第１章 総   則 

 

第１条 

          （現行どおり） 

第２条 ( 1 )～(12) 

 
    (13)遊技場、ゲームセンター、遊園地、ホ

テル、旅館、飲食店、ゴルフ場、スポ
ーツ施設、カラオケルーム、駐車場、
洗車場の経営およびフランチャイズシ
ステムによる加盟店の募集、指導なら
びにこれらの会員権の販売 

    (14)各種情報の収集、分析、処理、提供サ
ービス業 

    (15)インターネット接続仲介業 
    (16)映像ソフト、音響・音楽ソフトの企画、
      制作、販売、輸出入 
    (17)放送番組、映画、アニメーションの企

画、制作、販売、配給 
    (18)広告および宣伝業 
    (19)ケーブルテレビジョンのシステム設

計、企画 
    (20)放送法によるテレビジョンその他一般

放送業 

    (21)演劇、演芸、映画、コンサートその他

各種イベントの企画、運営、実施 

    (22)～(37) （条文を省略） 

   ２．     （条文を省略） 

 

    (13)遊技場、ゲームセンター、遊園地、ホ
テル、旅館、飲食店、ゴルフ場、スポ
ーツ施設、温泉浴場、カラオケルーム、
駐車場、洗車場の経営およびフランチ
ャイズシステムによる加盟店の募集、
指導ならびにこれらの会員権の販売 

    (14)演劇、演芸、映画、コンサートその他
各種イベントの企画、運営、実施 

    (15)  （現行第14号どおり） 
    (16)  （現行第15号どおり） 
 
    (17)  （現行第16号どおり） 
 
    (18)  （現行第17号どおり） 
    (19)  （現行第18号どおり） 
 
    (20)  （現行第19号どおり） 

 

    (21)  （現行第 20 号どおり） 

 

    (22)～(37)  （現行どおり） 

   ２．      （現行どおり） 

 

第３条 

（条文を省略） 
第４条 
 

第３条 

（現行どおり） 

第４条 

 

第２章 株   式 

 
（発行する株式の総数） 
第５条 当会社の発行する株式の総数は、８億株と

する。ただし、株式消却が行われた場合に
は、これに相当する株式数を減ずる。 

 

第２章 株   式 

 
（発行可能株式総数） 
 第５条 当会社の発行可能株式総数は、８億株と

する。 

 

〜 〜

〜 〜



現 行 定 款 変  更  案 

（自己株式の取得） 
第６条 当会社は、商法第２１１条ノ３第１項第２

号の規定により、取締役会の決議をもって
自己株式を買い受けることができる。 

 

（自己株式の取得） 
第６条 当会社は、会社法第１６５条第２項の規

定により、取締役会の決議をもって市場
取引等により自己株式を取得することが
できる。 

 
（１単元の株式の数） 
第７条 当会社の１単元の株式の数は、１００株と

する。 
 

（単元株式数） 
第７条 当会社の単元株式数は、１００株とする。
 
 

（株券の発行） 
第８条 当会社は株式に係る株券を発行する。 
 

（株券の発行） 
第８条 当会社の株式については、株券を発行す

る。 
 

（１単元の株式の数に満たない株式に係る株券） 
第９条 当会社は、１単元の株式の数に満たない株

式（以下「単元未満株式」という。）に係る
株券を発行しない。 

 

（単元株式数に満たない株式に係る株券） 
第９条 当会社は、単元株式数に満たない株式（以

下「単元未満株式」という。）に係る株券
を発行しないことができる。 

 
（単元未満株式の買増請求） 
第10条 当会社の単元未満株式を有する株主（実質

株主を含む。以下同じ。）は、その単元未満
株式の数と併せて１単元の株式の数となる
べき数の株式を当会社に対して売り渡すこ
とを請求（以下「買増請求」という。）する
ことができる。 

    ただし、当会社が売り渡すべき数の自己株
式を有しないときは、この限りではない。

   ２．   （条文を省略） 
 

（単元未満株式の買増請求） 
第10条 当会社の単元未満株式を有する株主（実質

株主を含む。以下同じ。）は、その単元未
満株式の数と併せて単元株式数となるべ
き数の株式を当会社に対して売り渡すこ
とを請求（以下「買増請求」という。）す
ることができる。 

 
 
   ２．   （現行どおり） 
 

 
 
 
 
 
 

（ 新 設 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（単元未満株主の権利制限） 
第 11 条 当会社の単元未満株主は、以下に掲げる

権利以外の権利を行使することはできな
い。 

    ( 1 )会社法第１８９条第２項各号に掲げ
る権利 

    ( 2 )剰余金の配当を受ける権利 
    ( 3 )取得請求権付株式の取得を請求する

権利 
    ( 4 )募集株式または募集新株予約権の割

当を受ける権利 
    ( 5 )前条に規定する単元未満株式の買

増しを請求することができる権利 
 

  



現 行 定 款 変  更  案 

（株主名簿管理人） 
第11条 当会社は、株式および新株予約権につき株

主名簿管理人を置く。 
   ２．株主名簿管理人およびその事務取扱場所
    は、取締役会の決議により決定する。 
   ３．当会社の株主名簿（実質株主名簿を含む。
    以下同じ。）および株券喪失登録簿ならびに

新株予約権原簿は、株主名簿管理人の事務
取扱場所に備え置き、株式および新株予約
権の名義書換、実質株主通知の受理、質権
の登録および抹消、信託財産の表示および
抹消、株券の不所持、株主のなすべき届出、
株券の再発行、株券喪失登録、単元未満株
式の買取りおよび売渡し、その他株式およ
び新株予約権に関する事務は、株主名簿管
理人に取り扱わせ、当会社においてはこれ
を取り扱わない。 

 

（株主名簿管理人） 
第12条 当会社は、株主名簿管理人を置く。 
 
   ２．   （現行どおり） 

 
   ３．   （現行どおり） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（株式取扱規程） 
第12条 当会社の株券の種類、株式および新株予約

権の名義書換、実質株主通知の受理、質権
の登録および抹消、信託財産の表示および
抹消、株券の不所持、株主のなすべき届出、
株券の再発行、株券喪失登録、単元未満株
式の買取りおよび売渡し、その他株式およ
び新株予約権に関する取扱い、ならびに手
数料については、取締役会において定める
株式取扱規程による。 

 

（株式取扱規程） 
第13条 当会社の株券の種類、株式および新株予約

権の名義書換、実質株主通知の受理、質権
の登録および抹消、信託財産の表示および
抹消、株券の不所持、株主のなすべき届出、
株券の再発行、株券喪失登録、単元未満株
式の買取りおよび売渡し、その他株式およ
び新株予約権に関する取扱い、株主の権利
行使に際しての手続等ならびに手数料に
ついては、取締役会において定める株式取
扱規程による。 

 
（基準日） 
第13条 当会社は、毎年３月３１日の最終の株主名

簿に記載または記録された議決権を有する
株主をもって、その決算期に関する定時株
主総会において権利を行使することができ
る株主とする。 

   ２．前項および第４７条に定める場合のほか、
株主または登録質権者として権利を行使す
べき者を定めるために必要があるときは、
取締役会の決議により、あらかじめ公告し
て基準日を定めることができる。 

 

（基準日） 
第14条 当会社は、毎年３月３１日の最終の株主名

簿に記載または記録された議決権を有す
る株主をもって、その事業年度に関する定
時株主総会において権利を行使すること
ができる株主とする。 

   ２．前項および第５５条に定める場合のほ
か、株主または登録株式質権者として権利
を行使すべき者を定めるために必要があ
るときは、取締役会の決議により、あらか
じめ公告して基準日を定めることができ
る。 

 
第３章 株 主 総 会 

 
（招 集） 
第14条     （条文を省略） 
 

第３章 株 主 総 会 
 

（招 集） 
第15条     （現行どおり） 
 

（招集地） 
第15条 当会社の株主総会は、本店所在地またはこ

れに隣接する地のほか、東京都各区内にお
いても招集することができる。 

 

（招集地） 
第16条 当会社の株主総会は、本店所在地またはこ

れに隣接する地のほか、東京都各区内にお
いて招集する。 

 



現 行 定 款 変  更  案 

（招集者および議長） 
第16条     （条文を省略） 
 

（招集者および議長） 
第17条     （現行どおり） 
 

 
 
 
 

（ 新 設 ） 
 
 
 

 

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみ
なし提供） 
第 18 条 当会社は、株主総会の招集に関し、株主

総会参考書類、事業報告、計算書類および
連結計算書類に記載または表示をすべき
事項にかかる情報を、法務省令に定めると
ころに従いインターネットを利用する方
法で開示することにより、株主に対して提
供したものとみなすことができる。 

（議決権の代理行使） 
第17条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主

を代理人として議決権を行使することがで
きる。 

   ２．   （条文を省略） 
 

（議決権の代理行使） 
第19条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主
    １名を代理人として議決権を行使するこ

とができる。 
   ２．   （現行どおり） 
 

（決議方法） 
第18条     （条文を省略） 
   ２．商法第３４３条の規定によるべき決議は、

総株主の議決権の３分の１以上を有する
株主が出席し、その議決権の３分の２以上
をもってこれを行う。 

 
 

（決議方法） 
第20条     （現行どおり） 
   ２．会社法第３０９条第２項の規定によるべ

き決議は、議決権を行使することができ
る株主の議決権の３分の１以上を有する
株主が出席し、その議決権の３分の２以
上をもってこれを行う。 

 
（議事録） 
第19条 株主総会の議事は、その経過の要領および

その結果を議事録に記載し、議長ならびに
出席した取締役がこれに署名または記名捺
印する。 

   ２．   （条文を省略） 
 

（議事録） 
第21条 株主総会の議事は、その経過の要領および

その結果ならびにその他法令に定める事
項を議事録に記載または記録する。 

 
   ２．   （現行どおり） 
 

第４章  取締役および取締役会ならびに執行役員
（取締役会の設置） 
第 20 条 当会社は取締役会を置く。 
 

第４章 取締役および取締役会ならびに執行役員
（取締役会の設置） 
第 22 条     （現行どおり） 
 

（員 数） 
第 21 条     （条文を省略） 
 

（取締役の員数） 
第 23 条     （現行どおり） 
 

（選任方法） 
第22条 取締役の選任決議は、株主総会において、

総株主の議決権の３分の１以上を有する株
主が出席して、その議決権の過半数をもっ
てこれを行う。 

 
   ２．   （条文を省略） 
 
 
 
 

（取締役の選任方法） 
第24条 取締役の選任決議は、株主総会において、

議決権を行使することができる株主の議
決権の３分の１以上を有する株主が出席
して、その議決権の過半数をもってこれを
行う。 

   ２．   （現行どおり） 
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（任 期） 
第23条 取締役の任期は、就任後１年内の最終の決

算期に関する定時株主総会終結の時までと
する。 

   ２．   （条文を省略） 
   ３．   （条文を省略） 
 

（取締役の任期） 
第25条 取締役の任期は、選任後１年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定
時株主総会終結の時までとする。 

   ２．   （現行どおり） 
   ３．   （現行どおり） 
 

（役付取締役） 
第 24 条 取締役会の決議により社長 1名を選任し、
     また必要に応じて会長、副会長、副社長、
     専務取締役および常務取締役を各若干名 
     選任することができる。 
 

（役付取締役） 
第26条 取締役会の決議により社長1名を選定し、
     また必要に応じて会長、副会長、副社長、
     専務取締役および常務取締役を各若干名
     選定することができる。 
 

第 25 条 
（条文を省略） 

第 26 条 
 

第 27 条 
（現行どおり） 

第 28 条 
 

（取締役会の招集手続き） 
第27条 取締役会を招集するには、各取締役および

各監査役に対し、会日より３日前までにそ
の通知を発するものとする。ただし緊急や
むを得ないときには、この期間を短縮する
ことができる。 

   ２．   （条文を省略） 

（取締役会の招集手続き） 
第29条 取締役会を招集するには、各取締役および

各監査役に対し、会日より３日前までにそ
の通知を発するものとする。ただし、緊急
やむを得ないときには、この期間を短縮す
ることができる。 

   ２．   （現行どおり） 
（取締役会の決議方法） 
第 28 条    （条文を省略） 
 

（取締役会の決議方法） 
第30条    （現行どおり） 
 

 
 
 

（ 新 設 ） 
 
 
 
 

（取締役会の決議の省略） 
第 31 条 当会社は、取締役の全員が取締役会の決

議事項について書面または電磁的記録に
より同意したときは、当該決議事項を可
決する旨の取締役会の決議があったもの
とみなす。ただし、監査役が異議を述べ
たときはこの限りではない。 

 
（議事録） 
第29条 取締役会の議事は、その経過の要領および

その結果を議事録に記載し、議長ならびに
出席した取締役および監査役がこれに署名
または記名捺印する。 

 
 
   ２．   （条文を省略） 
 

（取締役会の議事録） 
第32条 取締役会の議事は、その経過の要領および

その結果ならびにその他法令に定める事
項を議事録に記載または記録し、議長なら
びに出席した取締役および監査役がこれ
に署名もしくは記名捺印または電子署名
する。 

   ２．   （現行どおり） 
 

第 30 条 
（条文を省略） 

第 31 条 
 

第 33 条 
（現行どおり） 

第 34 条 
 

（報 酬） 
第32条 取締役の報酬および退職慰労金は、株主総

会の決議をもってこれを定める。 
 

（取締役の報酬等） 
第35条 取締役の報酬等は、株主総会の決議をもっ

てこれを定める。 
 

〜 〜

〜 〜
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（執行役員） 
第33条 当会社は、取締役会の決議に基づき若干名

の執行役員をおくことができる。 
   ２．    （条文を省略） 

（執行役員） 
第36条 当会社は、取締役会の決議に基づき若干名

の執行役員を置くことができる。 
   ２．   （現行どおり） 

（執行役員規程） 
第34条      （条文を省略） 
 

（執行役員規程） 
第37条     （現行どおり） 
 

第５章 監査役および監査役会 
 
（監査役および監査役会） 
第35条 当会社は、監査役および監査役会を置く。
 

第５章 監査役および監査役会 
 
（監査役および監査役会） 
第38条     （現行どおり） 
 

（員 数） 
第36条      （条文を省略） 
   ２．当会社は、法令に定める監査役の員数を

欠いた場合に備えて、定時株主総会におい
てあらかじめ補欠監査役を選任することが
できる。 

 

（監査役の員数） 
第39条     （現行どおり） 
        （ 削 除 ） 
 
 
 
 

（選任方法） 
第37条 監査役および補欠監査役の選任決議は、株

主総会において、総株主の議決権の３分の
１以上を有する株主が出席して、その議決
権の過半数をもってこれを行う。 

 
   ２．補欠監査役の予選の効力は、選任後最初

に到来する定時株主総会開催の時までとす
る。 

 

（監査役の選任方法） 
第40条 監査役の選任決議は、株主総会において、

議決権を行使することができる株主の議
決権の３分の１以上を有する株主が出席
して、その議決権の過半数をもってこれを
行う。 

        （ 削 除 ） 
 

（任 期） 
第38条 監査役の任期は、就任後4年内の最終の決算
    期に関する定時株主総会の終結の時までと
    する。 
   ２．補欠により選任された監査役の任期およ

び補欠監査役が監査役に就任した場合の任
期は、退任した監査役の任期の満了すべき
時までとする。 

 
（ 新 設 ） 

 
 
 
 

（ 新 設 ） 
 

（監査役の任期） 
第 41 条 監査役の任期は、選任後 4 年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する
定時株主総会の終結の時までとする。 

   ２．補欠により選任された監査役の任期は、
退任した監査役の任期の満了すべき時ま
でとする。 

 
 
   ３．会社法第３２９条第２項に基づき選任さ

れた補欠監査役の選任決議が効力を有す
る期間は、選任後 1年以内に終了する事業
年度のうち最終のものに関する定時株主
総会終結の時までとする。 

   ４．前項の補欠監査役が監査役に就任した場
合の任期は、退任した監査役の任期の満了
する時までとする。 

 
（常勤監査役） 
第39条 監査役は、互選により常勤の監査役を定め

るものとする。 
 

（常勤監査役） 
第42条 監査役会は、監査役の中から常勤の監査役

を選定する。 
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第40条 
（条文を省略） 

第41条 
 
 

第43条 
（現行どおり） 

第44条 
 

（議事録） 
第42条 監査役会の議事は、その経過の要領および

その結果を議事録に記載し、出席した監査
役がこれに署名または記名捺印する。 

 
 
 

（監査役会の議事録） 
第45条 監査役会の議事は、その経過の要領および

その結果ならびにその他法令に定める事
項を議事録に記載または記録し、出席した
監査役がこれに署名もしくは記名捺印ま
たは電子署名する。 

 
（監査役会規程） 
第43条     （条文を省略） 
 

（監査役会規程） 
第46条     （現行どおり） 
 

（報 酬） 
第44条 監査役の報酬および退職慰労金は、株主総

会の決議をもってこれを定める。 
 

（監査役の報酬等） 
第47条 監査役の報酬等は、株主総会の決議をもっ

てこれを定める。 
 

 
 
 

（ 新 設 ） 
 
 
 
 
 

（社外監査役との責任限定契約） 
第48条 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定
    により、社外監査役との間で、同法第４２

３条第１項の賠償責任について法令に定
める要件に該当する場合には賠償責任を
限定する契約を締結することができる。た
だし、当該契約に基づく賠償責任の限度額
は、法令の定める最低責任限度額とする。

 
第６章 会 計 監 査 人 

 
（会計監査人の設置） 
第45条 当会社は会計監査人を置く。 
 

第６章 会 計 監 査 人 
 
（会計監査人の設置） 
第49条     （現行どおり） 
 

 
（ 新 設 ） 

 
 

（会計監査人の選任） 
第50条 会計監査人は、株主総会の決議によって選

任する。 
 

 
 
 
 

（ 新 設 ） 
 
 
 
 

（会計監査人の任期） 
第 51 条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関
する定時株主総会終結の時までとする。

   ２．会計監査人は前項の定時株主総会におい
て別段の決議がなされなかったときは、
当該定時株主総会において再任されたも
のとみなす。 

 
 

（ 新 設 ） 
 

（会計監査人の報酬等） 
第 52 条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監

査役会の同意を得て定める。 
 

〜 〜 
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（ 新 設 ） 
 
 

 

（会計監査人の責任免除） 
第53条 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定
    により、会計監査人との間で、同法第４２

３条第１項の賠償責任について法令に定
める要件に該当する場合には賠償責任を
限定する契約を締結することができる。た
だし、当該契約に基づく賠償責任の限度額
は、法令の定める最低責任限度額とする。

第７章  計      算 
 
（営業年度および決算期日） 
第46条 当会社の営業年度は、毎年４月１日から翌

年３月３１日までとし、毎営業年度末を決
算期とする。 

第７章   計     算 
 
（事業年度および決算期日） 
第54条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌

年３月３１日までとし、毎事業年度末を決
算期とする。 

（利益配当金） 
第47条 利益配当金は、毎決算期の最終の株主名簿

に記載または記録された株主または登録質
権者に対し、これを支払う。 

 
 

（ 新 設 ） 
 
 
 

（剰余金の配当等） 
第55条 当会社は、取締役会の決議によって、会社

法第４５９条第１項各号に掲げる事項を
定めることが出来る。 

   ２．当会社は、毎年３月３１日または９月３
０日の最終の株主名簿に記載または記
録された株主または登録株式質権者に
対し、金銭による剰余金の配当（以下「配
当金」という。）を行う。 

 
（中間配当金） 
第48条 当会社は、取締役会の決議により毎年９月
    ３０日現在の最終の株主名簿に記載または
    記録された株主または登録質権者に対し、

商法第２９３条ノ５に定める金銭の分配
（以下「中間配当金」という。）をすること
ができる。 

 

 
 
 

（ 削 除 ） 
 
 
 
 

（配当金の除斥期間） 
第49条 利益配当金および中間配当金について、支

払開始の日から満３ヶ年を経過しても受領
されないときは、当会社はその支払の義務
から免れるものとする。 

   ２．利益配当金および中間配当金には、利息
をつけないものとする。 

 

（配当金の除斥期間） 
第56条 配当金について、支払開始の日から満３ヶ

年を経過しても受領されないときは、当会
社はその支払の義務から免れるものとす
る。 

   ２．未払の配当金には、利息をつけないもの
とする。 

 

 


